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別添１ 

事 業 報 告 書 

（自 平成 30年 10月 5日  至 平成 31年 3月 31日） 

 

１ 地域医療連携推進法人の概要 

(1) 地域医療連携推進法人の名称 

  地域医療連携推進法人滋賀高島 

(2) 事務所の所在地 

  滋賀県高島市勝野 1667番地  

(3) 医療連携推進区域 

  滋賀県高島市 

(4) 一般社団法人設立年月日 

  平成 30年 10月 5日 

(5)-1 滋賀県知事認定年月日 

    平成 31年 4月 1日 

 (5)-2 設立登記年月日 

    平成 30年 10月 15日 

(6) 社員の構成 

氏名又は名称 議決権数 

医療法人マキノ病院（マキノ病院） 12 

一般財団法人近江愛隣園（今津病院）  8 

医療法人かおり会（本多医院、藁園本多医院）           1 

高島市（高島市民病院） 21 

合計 42 

(7) 役員の構成 

職名 氏名 備考 

代表理事 髙山博史 高島市病院事業管理者 

理事 森田 豊 医療法人マキノ病院理事長 

理事 瀬本喜啓 一般財団法人近江愛隣園今津病院院長 

監事 本多朋仁 医療法人かおり会理事長 

  注：備考欄には、役員の略歴を記載すること。 

(8) 従業員等の人数 

従業員数 0人 

受入出向者数 0人 
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(9) 地域医療連携推進評議会の構成員 

氏名 備考 備考 

八木 武 高島市民生委員児童委員協議会会長 
医療又は介護を受け

る立場にある者 

前田昌彦 一般社団法人滋賀県高島市医師会会長 
医療に関する学識経

験者の団体 

荒木勇雄 滋賀県高島保健所所長 学識経験を有する者 

  注：評議員については、備考欄に評議員の選任理由を記載すること。（医療法第 70条の 3

第 16 号参照） 

 

 (10)参加法人の概況 

№ 法人の名称 

施設又は事業所

（以下「施設等と

いう。」の名称 

施設等の所在地 

      

実施事業 

の内容 

1 高島市 高島市民病院 
高島市勝野 1667

番地 
病院 

2 
医療法人 

マキノ病院 
マキノ病院 

高島市マキノ町

新保 1097番地 
病院 

3 
一般財団法人 

近江愛隣園 
今津病院 

高島市今津町南

新保 87番地 1 
病院 

4 
医療法人 

かおり会 

本多医院、 

藁園本多医院 

高島市新旭町旭

1069番地 2 
診療所 

 

 (11)病院等の参加施設の概況              （単位：千円） 

№ 施設の名称 
施設の

種類 

許可 

病床数 
事業収益 事業費用 

会計 

年度 
総資産 

1 
高島市民 

病院 
病院 210床 5,158,369 5,345,904 

平成 29

年度 
6,724,008 

2 マキノ病院 病院 120床 1,495,832 1,435,870 
平成 30

年度 
990,347 

3 今津病院 病院 80 床 1,207,611 1,174,265 
平成 29

年度 

（法人全体）

1,478,022 

4 
本多医院・ 

藁園本多医院 
診療所 0 床 

（法人全体）

529,074 

（法人全体）

529,074 

平成 29

年度 

（法人全体）

464,007 

  注１：介護老人保健施設の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。 
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  注２：地方自治法第 244 条の 2第 3 項に規定する指定管理者として管理する施設につい

て、その旨を施設の名称の下に【 】書で記載する。 

  注３：当該地域医療連携推進法人自身が施設を開設することがある場合には、当該施設に

ついても記載すること。 

  注４：参加法人が、当該施設の総資産を把握していない場合には、法人全体の金額を掲記

し、その旨を注記すること。 

 

 (12)介護事業等地域包括ケアシステムに資する事業を行う施設等がある場合

の概況                      （単位：千円） 

№ 施設等の名称 
施設等

の種類 
定員 事業収益 事業費用 

会計 

年度 

総資

産 

 
 

    
 

 

 
 

    
 

 

  注１：当該地域医療連携推進法人自身が施設等を開設し、又は管理することがある場合に

は、当該施設等についても記載すること。 

  注２：参加法人が、当該施設等の純資産を把握していない場合には、法人全体の金額を掲

記し、その旨を注記すること。 

 

 

２ 事業の概要 

(1) 医療連携推進に資する事業 

・病床機能分担と業務連携 

・在宅医療と業務連携 

・予防医療の充実 

・参加法人間の職員派遣、共同での人材育成・共同研修 

・医療機器の共同利用 

・医薬品・診療材料等の共同交渉・共同購入 

・委託業務の共同交渉 

・連携業務の効率化 

(2) 介護事業その他地域包括ケアの推進に資する事業  特になし 

(3) その他の事業  特になし 

(4) 地域医療連携推進評議会による業務の評価結果及び地域医療連携推進法 

人の対応状況  特になし 

(5) 当該会計年度内に社員総会、理事会で議決又は同意した事項 
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  平成 30年 10月 5日 設立社員総会 

定款、役員、事業計画及び収支予算、入会金及び会費、登記申請 

を決議。 

    平成 30年 10月 5日 平成 30年度第 1回理事会 

 代表理事の選任。 

事業計画及び収支予算、入会金及び会費、登記申請を承認。 

評議会委員、公認会計士を決議。 

  平成 30年 12月 21日 平成 30年度第 2回理事会 

   地域医療連携推進法人認定申請、部会の設置を決議。 

    平成 31年 3月 26日 平成 30年度第 3回理事会 

     地域医療連携推進評議会開催、社員総会開催を決議。 

    平成 31年 3月 29日 平成 30年度第 1回地域医療連携推進評議会 

     意見打診。 

    平成 31年 3月 29日 平成 30年度第 4回理事会 

     定款の変更を承認。 

     事業計画書、収支予算書を決議。 

    平成 31年 3月 29日 平成 30年度第 1回臨時社員総会 

     定款の変更を決議。 

     事業計画書、収支予算書を承認。 

 

(6) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容 

   平成 30年 10月 15日 一般社団法人滋賀高島 法人成立の年月日 

 

(7) その他 

 

 

 

 ＊本事業報告書には、以下の書類を添付すること。添付書類には、当該地域医療連携推進法

人の最終会計年度の末日時点の内容を記載すること。  

  (1) 医療連携推進方針 

  (2) 医療法第 70条の 3 第 1 項各号に掲げる基準に適合することを証する書類 

  (3) 医療法第 70条の 4 第 1 号イからニまでのいずれにも該当しないことを証する書類 

医療法第 70 条の 4 第 2号及び第 3 号のいずれにも該当しないことを証する書類 

  (4) 表明書・確約書（新たに入社した者に限る。） 
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別添２ 

 

法人名           

所在地           

 

関係事業者との取引の状況に関する報告書 

 

（１）法人である関係事業者 

種類 名称 所在地 

総資 

産額 

（千円 

事業 

内容 

関係事

業者と

の関係 

取引の 

内容 

取引 

金額 

（千円 

科目 

期末 

残高 

（千円 

 

 

 

         

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 

注：「関係事業者との関係」欄について、社員との取引である場合には、社員である旨及び当該

社員の有する地域医療連携推進法人の議決権割合を記載すること。 

 

 

 

（２）個人である関係事業者 

種類 氏名 職業 

関係事業

者との 

関係 

取引の 

内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

 

 

 

       

（取引条件及び取引条件の決定方針等） 

 

注：「関係事業者との関係」欄について、社員との取引である場合には、社員である旨及び当該

社員の有する地域医療連携推進法人の議決権割合を記載すること。 
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別添３ 

法第 70条第 2項第 3号に規定する支援の状況に関する年度報告書 

（平成 30 年 10月 5日から平成 31年 3月 31日） 

 

 

１．法人の概要 

名称  

代表者氏名  

所在地  

設立年月日  

資本金（基本金） 千円 

 

 

事業概要 

 

 

 

 

２．支援の種類 

 □資金の貸付   □債務の保証   □基金を引受ける者の募集 

 

３．支援の年月日 

 平成  年  月  日 

 

４．支援の目的 

 

 

５．支援の金額 

       円 

 

６．貸付利率 

       ％ 

 

 

 ＊支援に関する契約書を添付すること。 
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別添４ 

法第 70条の 8第 2項に規定する出資の状況に関する年度報告書 

（平成 30 年 10月 5日から平成 31年 3月 31日） 

 

１．出資を受ける事業者の概要 

名称  

代表者氏名  

所在地  

設立年月日  

資本金（基本金） 千円 

 

設立目的 

 

 

 

２．組織人員 

役員 
理事又は 

取締役 

監事・ 

監査役 
計 

常勤 名 名 名 

非常勤 名 名 名 

計 名 名 名 

 

３．主な事業 

地域連携推進区域： 

(1) 

(2) 

 

４．事業実績（概要）   

① 

② 

③ 

 

５．配当の時期 

 

 ＊出資を受ける事業者の貸借対照表及び損益計算書を添付すること。 

職員 計 

正規職員 名 

臨時職員 名 

パート職員等 名 

計 名 


